
 

京浜急行電鉄株式会社からの鉄道の旅客運賃の 
上限変更認可申請に係る審議（２回目） 

 

 

１．日 時 

  令和５年１月２６日（木） １０：３０～１２：００ 
 

２．場 所 

  国土交通省 ４号館３階 運輸審議会審議室 

 

３．出席者 

  ＜委 員＞ 

   堀川義弘（会長）、和田貴志（会長代理） 
山田攝子、二村真理子、三浦大介、大石美奈子 

  ＜国土交通省＞ 

   鉄道局：中澤旅客輸送業務監理室長 ほか 
事案処理職員：運輸審議会審理室 渡真利、本間、宮田、佐藤 

 

４．議事概要 
○ 鉄道局より、京浜急行電鉄株式会社（以下「京急」という。）からの鉄道の旅 
客運賃の上限変更認可申請に関する収入支出項目の詳細について、説明した。 
 

○ 運輸審議会委員からは、 
① 京急の平年度３年間の平均収支率は９９．４％とかなり高い水準である。コス

トの上昇要因もある中で、鉄道局としてこの数字について、上振れと下振れのど

ちらの可能性が高いと考えているか。査定を通しての感触的なものでいいので教

えて欲しい。 
② ヤードスティック制度上の適正コストについて、激変緩和措置と経年変化それ

ぞれの今回の改定への影響額はどの程度か。 
③ また、南海もそうであったが、京急について激変緩和措置が実施される背景に

は何があるのか。他社と比較して効率化が進んでいないことを意味するのか。 
④ その点については経年変化率から見えてくる部分もあるのではないか。 
⑤ 京急の人件費についての他社比較と、可能であれば労働時間についてデータを

提供頂きたい。 
⑥ 沿線人口の減少については需要喚起でカバーするとの説明であったが、実際に

はどの程度の人口減少を見込んでいるのか。 
⑦ 鉄道局で実施したという新型コロナウイルスの影響に関する委託調査につい

て、その発注方法はどのようなものであったか。 



 

⑧ その結果について東京圏と他の圏域で差があることについてはどう理解して

いるか。 
⑨ 新型コロナウイルスの影響に関し、感染法上の位置づけが変わることによるも

のは考慮されているのか。 

⑩ 運賃改定について利用者の理解が得られるように指導しているとのことだが、

その方法はどのようになっているのか。 

⑪ 京急では運転動力費の削減に取り組んでいるとのことであったが、運転本数の

削減はサービス低下にもつながるのではないか。 

⑫ 京急が実施したアンケート調査のサンプル数はどの程度か。また回収率はどう

であったか。 

⑬ 京急では座席指定料金収入について減少を見込んでいるとのことであったが、

いわゆる「密」を避ける需要もあるとも考えられるが、どうか。 

⑭ 羽田空港の国内線需要について、航空局ではどのように考えているのか。 

⑮ 京急ではバリアフリー料金の設定は考えているのか。  

等について、意見・質問があった。 
 
○ これに対し、鉄道局からは、 
① 沿線人口の減少を需要喚起でカバーするとしている点なども踏まえると、感覚的

には収支率は、下振れの可能性があるのではないかと思われる。 

② 整理してご回答するが、激変緩和措置の影響は約２０億円である。 
③ もともとの激変緩和措置導入の趣旨は、ヤードスティック制度が他社との比較を

通した経営の合理化であるのに対し、短期間ではコスト削減が難しいという観点の

ものであった。しかし制度導入後に運賃改定が長い間にわたって行われない状況と

なり、その間にデフレで材料単価は下がった面がある一方、バリアフリー設備の導

入など求められる設備が増え、それに伴う経費が増加するなど、の大きな変化もあ

り、前提が変わってしまったという面はあると思う。 
④ その通りである。 
⑤ 承知した。 
⑥ 正確な数字は別途整理するが、生産年齢人口では０．２％程度の減少を見込んで

いる。 
⑦ 企画競争入札により実施したものである。当方から調査して欲しい事項を示した

上で、入札を希望する会社にそれに対しての調査方法等を提案してもらい、その理

解度や体制について採点したうえで落札者を決定した。 

⑧ 各会社によってテレワークへの取組み状況が異なっている中、首都圏の会社は、

いわゆる大企業が多いこと等により、実施しやすい環境が整備されていることが背

景にあると考えている。 

⑨ 現時点においては考慮していない。今後、感染症法上の位置づけが変更されるこ

とによって人々の行動に目に見える変化が生じてきた際には別途対応する必要が



 

あると思う。 

⑩ 運賃に係る情報提供ガイドラインに基づき、申請時・改定時それぞれについて利

用者への適切な情報提供を要請している。改定時については、申請のタイミングで

は、個別の駅からの運賃までの周知は求めていないが、駅ポスターや車内広告など

により改定率等は周知することを求めている。 

⑪ 京急では深夜帯の本数削減などを含む形で昨年１１月にダイヤ改正を実施した

ばかりであり、現時点において運転本数自体を減らす具体的な計画はないとのこと

である。 

⑫ サンプル数（回答が得られた数）は６００である。沿線モニターに対して実施し

ているが、年齢や性別などの構成を踏まえたものとなっている。回収率は別途確認

する。 

⑬ 通勤需要が低下していることもあり、現時点では通勤需要にあわせる形としてい

る。 

⑭ 航空会社での予測がどうなっているかといった点も含め、確認する。 

⑮ 京急ではバリアフリー料金ではなく、運賃自体の改定という形で進めていくと判

断したものである。 

 
等の回答があった。 

 
（注） 事案処理職員とは、運輸審議会一般規則第７条の２の規定に基づき、運輸審議

会の指名を受け、指定された事案を処理する国土交通省職員のことである。 


